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第11回

鹿児島労働局資料

１ 令和２年度の取組

２ トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

３ 中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業

４ 改善基準告示の見直し

５ 職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のための取組

トラック輸送における取引環境・労働時間改善
鹿児島県地方協議会

資料４
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○ 令和２年度の監督指導におけるトラック
運転者の時間外・休日労働時間（令和３年
２月末：速報値）

☞ 60％の事業場で月100時間を超える時間外・休
日労働が認められる

☞ 事業者が長時間労働の原因として挙げた事項
・ 関西関東方面の長距離運行
・ ドライバーの固定化（人員不足）
・ 荷主が関西関東に偏っている
・ 荷主等の要因（待機・手待ち・集荷先の小
口化）

・ 陸路運行（フェリー利用不可）
・ 労働時間の把握方法の不備

１．令和2年度の取り組み

○ 荷主と運送事業者のためのトラック運転
者の労働時間短縮に向けたセミナー

29%

7%64%

１か月の時間外・休日労働時間数

80時間以下 80時間超100時間以下 100時間超

令和元年度予算事業として、平成30年度に
策定した「荷主と運送事業者の協力による取引
環境と長時間労働の改善に向けたガイドライ
ン」を荷主・トラック運送事業者に対して周知
するためのセミナーを全国で計46回開催した。

鹿児島県においては、令和元年10月31日
（木）に、かごしま県民交流センターにて開催
し、70名の荷主と運送事業者が参加した。

○ 労働時間等説明会の開催

☞ 令和２年度においては、鹿児島県トラッ
ク協会と連携した支部単位（労働基準監
督署単位）による説明会の開催を計画。

☞ 新型コロナウイルス感染症対策の影響に
より、多くの説明会等の開催が見合わせ
となる中、鹿児島労働基準監督署と鹿児
島県トラック協会鹿児島支部及び種子
島・屋久島支部との間で調整し、令和２
年10月23日（金）に、30社30名の運送
事業者の参加による説明会を開催。

【参考】



2．トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト
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平成２８年度及び２
９年度に各都道府県
で実施したパイロッ
ト事業で得られた長
時間労働改善等の知
見や、荷主とトラッ
ク事業者の協力によ
る取組を紹介。

荷主と運送事業者
がトラック運転者
の労働時間削減に
取り組む際の“手掛
かり”を整理したハ
ンドブック。
チェックシートに
答えることによっ
て、取り組むべき
課題を明らかにす
る。

平成30年度に作成した周知用コンテンツやガイドライン等をまとめたポータルサイトを令和元年
９月６日に開設。
荷主及び運送事業者向けに、「荷主と運送事業者のためのトラック運転者の労働時間削減に向け
た改善ハンドブック」を再整備した web上の自己診断ツールについて、同年12月19日に追加。

荷主と運送事業者の
協力による取引環境
と長時間労働の改善
に向けたガイドライ
ン

荷主と運送事業者
のためのトラック
運転者の労働時間
削減に向けた改善
ハンドブック

（１）開設



トラック運転者の長時間労働改善に向けた周知用コンテンツやガイドライン等をまとめたポータルサイト
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国民向け
トラック運転者の仕事を知るための情報や、トラック運転者の長時間労

働改善のために「できること」や「やって欲しいこと」に関する情報など
を提供。
国民・荷主企業向け周知用動画を令和元年12月19日に追加し、宅配ドラ

イバーの「生の声」を紹介するコンテンツを令和２年３月17日に追加。

企業向け
荷主企業とトラック運送事業者の双方に向けた、トラック運転者の労働

時間の改善を進めるための対応策や有用な好事例等のコンテンツを提供。
荷主企業やトラック運送事業者が貨物運送の現状に関するチェックシー

トに回答することにより、自社の取り組むべき課題を抽出できるweb診断
ツールを令和元年12月19日に追加。診断ツールの回答結果を分析した診断
結果レポートを公開し、随時更新。また、本ポータルサイトの広報コンテ
ンツ（ポスター、リーフレット）を令和２年７月21日に追加。

セミナー動画
令和元年度に実施した、トラック運転者の労働時間短縮の進め方のノウ

ハウを広く荷主企業やトラック運送事業者に周知するセミナーの動画を公
開中。

「ホワイト物流」推進運動ポータルサイト（国土交通省）との
連携
深刻化する運転者不足に対応し、産業活動等に必要な物流を安定的に

確保するとともに、経済の成長に寄与することを目的として、トラック
輸送の生産性の向上・物流の効率化、より「ホワイト」な労働環境の実
現に取り組む「ホワイト物流」推進運動についての情報を提供。

（２）主なコンテンツ
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「運転時間」「荷扱い時間・付帯作業時間」「待ち時間」
の３つの視点から、貨物運送の現状に関するチェックシート
に回答することで、トラック運転者の労働時間削減に向けて
自社の取り組むべき課題を抽出できるツール。

運送事業者向けページに診断結果の印刷機能を設け、荷主と
の取引環境改善を支援。

＜STEP１＞

荷主企業向け、運送事業者向けの各ページより、「輸送品目」「診
断項目」を選択する

＜STEP２＞

表示された質問に、当てはまるものについてチェック

＜STEP３＞

自己診断結果と、改善のための施策候補の紹介

＜STEP４＞※運送事業者向けページ

診断結果・施策候補等を印刷可能

（３）荷主企業・運送事業者向けコンテンツ web診断ツール「簡単自己診断」

✔ 荷主企業の協力が必要な事項や、施策を実施することで、
荷主企業が得られるメリットを紹介

⇒トラック運送事業者が荷主企業に対して「意見交換・検討
する場」の必要性を説明するための材料として活用可能

※令和２年８月５日現在の「簡単自己診断」実施件数 780件

（内訳：荷主380件、運送事業者400件）



（参考）ポータルサイトでは、トラック運転者の長時間労働改善に向けた好事例の紹介として、
山梨県での平成28年度の取組事例、和歌山県での平成29年度の取組事例の動画もそれぞれ掲載。
（トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会におけるパイロット事業の取組を紹介）
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トラック運転者が運転以外にどんな仕事をしているのかと
いう点を主軸に据えて、トラック運転者が置かれた実態と
その改善に必要な取組を紹介。

・動画は、厚生労働省YouTube公式チャンネルに投稿・公開してお
り、ポータルサイトの動画紹介ページから閲覧することが可能

・令和２年９月11日時点の再生回数 7,100回

動画は、厚生労働省YouTube公式チャンネルに投
稿・公開しており、ポータルサイトの企業向けページ
から閲覧することが可能

※ 和歌山県の事例動画は地元TV局が制作したもの

・山梨県の事例動画

令和２年９月11日時点の再生回数 11,300回

・和歌山県の事例動画

令和２年９月11日時点の再生回数 2,200回

（４）国民・荷主企業向けの周知用動画 「トラック運転者の「いま」とあなたにできること」
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（５）発荷主企業・着荷主企業向け周知用動画

トラック運転者の長時間労働改善に向け、荷主・運送事業者が取り組む内容について、平成30年度に策定
した「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」における取組の進
め方をもとに、荷主・運送事業者が取引環境と長時間労働の改善に向けた取組を実際に始めるに当たり、両者
の具体的な交渉過程等をドラマ形式（アニメーション）で再現。

～あらすじ～

ある運送事業者は、トラック運転者の長時間労働の改善に向けた取組について、荷主に協力を依頼する
が、断られてしまう。運送事業者は、インターネットで見つけた「トラック運転者の長時間労働改善に向け
たポータルサイト」において、「簡単自己診断」を実施。その自己診断結果に記載されている荷主のメリッ
トを参考に、再度、荷主と交渉したところ、その取組によるメリットについて、荷主に納得してもらうこと
に成功。取組にかかる費用の応分負担について協議した上で、早速、取組を実施することとなった。

発荷主企業向け動画 着荷主企業向け動画



３．中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業
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■ 働き方改革推進支援センター

中小企業・小規模事業者等が働き方改革の意義を十分に理解し前向きに取り組むことが重要である
ため、47都道府県に「働き方改革推進支援センター」を設置。

① 長時間労働の是正

② 同一労働同一賃金の実現

③ 生産性向上による賃金引上げ

④ 人手不足の緩和など

の労務管理に関する課題に対応するため、就業規則や賃金制度等の見直し方などについて、

○ 窓口相談の実施、企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施

○ 労務管理などの専門家が事業所への個別訪問などにより、36協定届・就業規則作成ツールや
業種別同一労働同一賃金マニュアル等を活用したコンサルティングの実施

○ 各地域の商工会議所・商工会・中小企業中央会・市区町村等への専門家派遣による相談窓口
への派遣

などの、技術的な相談支援を行う。
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・ 令和元年11月25日 労働条件分科会 ： 「自動車運転者労働時間等専門委員会」を設置
・ 令和元年12月19日 第１回専門委員会 ： 議論の進め方、実態調査検討会の設置
・ 令和２年１月～令和２年３月 実態調査検討会の開催（計９回）
・ 令和２年６月12日 第２回専門委員会 ： 実態調査の方向性について
・ 令和２年８月27日 第３回専門委員会 ： 実態調査の概要について、調査票（案）について
・ 令和２年10月５日 第４回専門委員会 ： 実態調査の詳細について、調査票（案）について
・ 令和３年４月 ～ 令和４年 ： 改善基準告示見直しに向けた議論
（令和４年12月までに、改善基準告示改正）
・ 令和６年４月 ： 改善基準告示施行

♦ 自動車運転者は、他業種の労働者と比較して長時間労働の実態にあるため、過労死防止の観点から、働き方改革関連法施行後５年の特例適用までの間、速やかに
改善基準告示の見直しを検討するよう求められた（※１）ところ。（※１）平成30年５月25日付け衆議院厚生労働委員会附帯決議、同年６月28日付け参議院厚生労働委員会附帯決議

♦ 自動車運転者の多様な勤務実態や、業務の特性を踏まえた基準を定めるため、全国の運送事業者、自動車運転者を対象に実態調査を行い、同調査の結果を踏ま
え、改善基準告示見直しの議論を行うもの。

・ハイヤー・タクシー
令和２年１月30日、２月14日、３月10日
・トラック
令和２年1月31日、２月17日、３月６日
・バス
令和２年１月31日、２月27日、３月25日

実態調査検討会

・令和２年10月～12月頃まで

実態調査の実施

① 委託業者から、営業所の労務担当者等に調査票（※２）、（※３）を送付する。
（※２）事業者調査票と自動車運転者調査票、（※３）バスについては、本社労務担当者に調査票を送付
② 営業所の労務担当者等は事業者調査票に必要事項を記載(※４)の上、期日までに同封の返信用封筒で委託業者
に事業者調査票を送付する。（※４）同封のQRコードで回答し、送信する方法も可能
③ 営業所の労務担当者等から、選定条件に合致した自動車運転者に対し自動車運転者調査票（返信用封筒含
む）を手交し、記載を依頼する。
④ 営業所の労務担当者等から、自動車運転者調査票（返信用封筒含む）を交付された後、自動車運転者調査票
に必要事項を記載（※５）し、期日までに同封の返信用封筒で委託業者に自動車運転者調査票を送付する。（※６）
（※５）同封のQRコードで回答し、送信する方法も可能、(※６) ヒアリング調査については、委託業者が、自動車運転者の通信調査の結果を確認
後、業態毎に数十人対象を選定し、実施

営業所数 自動車運転者数 内訳

ハイヤー
タクシー 188営業所 3,760人 47都道府県×4営業所×20名

トラック 705営業所 4,230人 47都道府県×15営業所×6名

バス
400営業所

・乗合280営業所（うち、一般路線
200、高速80）、貸切120営業所

1,600人
・乗合1,120人（うち、一般路線800、高
速320）、貸切480人

47都道府県×8.5営業所×４名

・業態別の作業部会、専門委員会を複数回開催予定
・令和３年度は、随時、調査を実施予定

４．改善基準告示の見直しについて
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５．職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のための取組
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